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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２８年３月４日（平成２８年（行情）諮問第２０９号） 

答申日：平成２８年７月２０日（平成２８年度（行情）答申第２１０号） 

事件名：「平成工兵ジャーナル磨輝絆」の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『磨輝絆』（２０１４．３．５－本本Ｂ１０８８で特定された文書の

全て。）＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含む。」（以下「本

件請求文書」という。）の開示請求に対し，次の４文書（以下，併せて

「本件対象文書」という。）を特定し，その一部を不開示とした決定につ

いては，本件対象文書を特定したことは妥当であるが，別表１に掲げる

部分を開示すべきである。 

文書１ 平成工兵ジャーナル 磨輝絆 第１９巻 平成２５年５月２

７日 

文書２ 平成工兵ジャーナル 磨輝絆 第２０巻 平成２５年７月１

９日 

文書３ 平成工兵ジャーナル 磨輝絆 第２１巻 平成２５年１０月

３１日 

文書４ 平成工兵ジャーナル 磨輝絆 第２２巻 平成２６年１月２

９日 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく本件請求文書の開示請求に対し，平成２７年１１月１

３日付け防官文第１８０００号により防衛大臣（以下「処分庁」又は

「諮問庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）

について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

（１）異議申立書 

ア 他にも文書が存在するものと思われる。 

     国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，当

該行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償請求事件における

国の主張）である。 

     そこで本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の
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電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるものであ

る。 

イ 履歴情報の特定を求める。 

    本件開示決定通知からは不明であるので，履歴情報が特定されてい

なければ，改めてその特定を求めるものである。 

ウ 特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写して

いるか確認を求める。 

    平成２２年度（行情）答申第５３８号で明らかになったように，電

子ファイルを紙に出力する際に，当該ファイル形式では保存されてい

る情報が印刷されない場合が起こり得る。 

これと同様に当該ファイル形式を他のファイル形式に変換する場合 

にも，変換先のファイル形式に情報が移行しない場合が設定等により

技術的に起こり得るのである。 

本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写の交付が行われ

ている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写には欠落してい

る可能性がある。そのため，特定されたＰＤＦファイルが本件対象文

書の全ての内容を複写しているか確認を求めるものである。 

   エ 「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２４年４月４日

付け防官文第４６３９号）についても特定を求める。 

平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対

象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法に

反するので，本件対象文書に当該情報が存在するなら，改めてその特

定と開示・不開示の判断を改めて求めるものである。 

   オ 一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

（２）意見書 

   本件対象文書は２種類存在する。 

   本件対象文書である「磨輝絆」は第１９巻より，①部隊保存専用デー

タと②隊員個人で保存可能なデータの２種類が作成されるようになっ

た。 

   処分庁が本件開示決定で特定したのはいずれのデータであるのか不明

なので，理由説明書における「不開示とした部分」及び「不開示とし

た理由説明」の記述は現時点では意味をなさない。 

   まず①及び②のいずれを特定したのかが明らかにされるとともに，も

う一方を特定しなかったことが妥当である理由について諮問庁は説明

するべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 
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１ 経緯 

本件開示請求は，「『磨輝絆』（２０１４．３．５－本本Ｂ１０８８で特

定された文書の全て）＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含

む。」の開示を求めるものであり，本件開示請求に対し本件対象文書を特

定した。 

本件開示請求に対し，法９条１項の規定に基づき，平成２７年１１月

１３日付け防官文第１８０００号により，法５条１号及び３号に該当す

る部分を不開示とする原処分を行った。 

 ２ 文書特定について 

   本件開示請求は，本件と同一開示請求者から過去になされた開示請求

（受付番号２０１４．３．５－本本Ｂ１０８８）に対して特定した行政

文書を求めるものであることから，原処分においては前回請求と同一の

行政文書を特定した。 

３ 法５条該当性について 

原処分において，不開示とした部分及び不開示とした理由は別表２の

とおりであり，法５条１号に該当する部分については，特定の個人を識

別することができることから，法５条３号に該当する部分については，

自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国の安全が

害されるおそれ，又は我が国と他国及び国際機関との間で相互の信頼に

基づき保たれている正常な関係に支障を及ぼすおそれがあることから不

開示とした。 

４ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張し，

本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁的記

録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，原処分

に係る文書特定は前回請求における特定文書と同一であり，前回請求

に対する一部開示決定に係る平成２７年度（行情）答申第６２１号に

おいて妥当とされている。 

（２）異議申立人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本件

対象文書の履歴情報についても特定するよう求めるとともに，「平成

２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような『本件対象文書

の内容と関わりのない情報』との処分庁の勝手な判断は，法に反す

る」として，「本件対象文書と関わりのない情報」についても特定し，

開示・不開示を判断するよう求めるが，本件対象文書の履歴情報やプ

ロパティ情報等については，いずれも防衛省において業務上必要なも

のとして利用又は保存されている状態になく，法２条２項の行政文書

に該当しないため，本件開示請求に対して特定し，開示・不開示の判

断を行う必要はない。 
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（３）異議申立人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写

の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写

には欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファイ

ルが本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認するよう求める

が，本件異議申立てが提起された時点においては，開示の実施は行わ

れておらず，したがって複写の交付も行われていない。 

（４）異議申立人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分につ

いては開示すべきである。」として，原処分の取消しを求めるが，本件

対象文書の法５条該当性を十分に検討した結果，その一部が別表２の

とおり同条１号及び３号に該当することから当該部分を不開示とした

ものであり，その他の部分については開示している。 

（５）以上のことから異議申立人の主張にはいずれも理由がなく，原処分を

維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①  平成２８年３月４日     諮問の受理 

② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月１５日         審議 

④ 同年４月４日        異議申立人から意見書を収受 

   ⑤ 同年６月２７日       委員の交代に伴う所要の手続の実施，

本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年７月１５日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，陸上自衛隊の全国施設科部隊及び陸上自衛隊施設学

校（以下「施設学校」という。）の主要な訓練成果を情報共有し施設科の

発展充実を図ることを目的として，施設学校が発行している部内向けの

文書である。 

異議申立人は，原処分の取消し及び本件対象文書の本来の電磁的記録

の特定を求めており，諮問庁は，本件対象文書の一部が法５条１号及び

３号に該当するとして不開示とした原処分を妥当としていることから，

以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性

及び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，次のとおりであった。 

   ア 本件対象文書は，施設学校が保有しているＰＤＦ形式の電磁的記録

であり，防衛省において，当該ＰＤＦ形式以外に本件対象文書の電磁
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的記録は保有していない。 

イ 本件対象文書については，施設学校の担当者が施設学校の各部及び

全国施設科部隊から将来の施設科部隊の編成・運用，装備品等に関す

る事項，訓練成果，国際貢献・災害派遣から得た教育事項等に係る情

報を電子メール等で収集し，これを校正・編集し，表紙等を添付して

電磁的記録を作成した上，紙媒体に印刷して原議とし，施設学校長の

決裁を受けた後，当該電磁的記録をＰＤＦ形式の電磁的記録に変換し

保存した。 

ウ 施設学校は，上記イのＰＤＦ形式の電磁的記録について，陸上自衛

隊内の情報共有のため，部内イントラネット上の掲示板へ掲載してい

る。 

本件開示請求を受け，掲示板へ掲載している上記のＰＤＦ形式の電

磁的記録を特定したものである。 

エ 施設学校の各部及び全国施設科部隊から電子メール等で収集した情

報及びそれを校正・編集した電磁的記録については，本件対象文書の

完成後は必要がないため廃棄した。 

（２）本件対象文書については，その作成方法及び利用方法を踏まえると，

ＰＤＦ形式以外の電磁的記録は保有していない旨の諮問庁の上記

（１）の説明に特段不自然，不合理な点はない。異議申立人は意見書

において「磨輝絆」は２種類ある旨主張しているが，本件開示請求は

別件決定で特定された文書を請求するものであり，本件対象文書を見

分したところ，別件決定で特定された文書と同一のものであることが

確認されたため，異議申立人の意見には理由がない。したがって，防

衛省において本件対象文書以外に本件請求文書に該当する文書（電磁

的記録）を保有しているとは認められない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）個人に関する情報 

    別表２の番号１欄に掲げる不開示部分は，自衛隊員等の写真の顔部分

及び民間人の氏名が記載されている。 

当該部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別することができるものに該当し，同号ただし書イないしハ

に該当する事情も認められない。 

さらに，当該部分は，個人識別部分に該当すると認められることから，

法６条２項による部分開示の余地はなく，法５条１号に該当し，不開示

とすることが妥当である。 

（２）陸上自衛隊の研究に関する情報 

別表２の番号２欄に掲げる不開示部分には，施設学校の研究に関する

情報が記載されている。 
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   当該部分のうち，別表１に掲げる部分を除く部分については，これを

公にすることにより，陸上自衛隊の運用構想が推察され，自衛隊の活

動を阻害しようとする相手方をして，その対抗措置を講ずることを可

能ならしめるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生

じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が

認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に

該当し，不開示とすることが妥当である。 

   しかしながら，別表１に掲げる部分については，本件対象文書におい

て同旨の情報が開示されており，これを公にしたとしても，国の安全

が害されるおそれがあるとは認められないことから，法５条３号に該

当せず，開示すべきである。 

（３）陸上自衛隊の組織編成に関する情報 

別表２の番号３欄に掲げる不開示部分には，陸上自衛隊の組織編成に

関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，陸上自衛隊の態勢が推察さ

れ，自衛隊の任務遂行の妨害を企てる相手方が当該態勢を踏まえた対処

行動を採ることが可能となるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂

行に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政

機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５

条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

 （４）陸上自衛隊の教育訓練等に関する情報 

別表２の番号４欄に掲げる不開示部分には，陸上自衛隊の教育訓練等

に関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，陸上自衛隊の能力及び練度

が推察され，悪意を有する相手方をして，対抗措置を講ずることを容易

ならしめるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生じさ

せ，ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認める

ことにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，

不開示とすることが妥当である。 

 （５）国際連合の細部組織に関する情報 

別表２の番号５欄に掲げる不開示部分には，国際連合南スーダンミッ

ションの細部組織に関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，当該ミッションの細部組織

が明らかとなり，他国又は国際機関との信頼関係が損なわれるおそれが

あると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められる

ので，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

  異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは
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ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特

定し，その一部を法５条１号及び３号に該当するとして不開示とした決

定については，防衛省において，本件対象文書の外に開示請求の対象と

して特定すべき文書を保有しているとは認められないので，本件対象文

書を特定したことは妥当であり，不開示とされた部分のうち，別表１に

掲げる部分は同条３号に該当せず，開示すべきであるが，その余の部分

は，同条１号及び３号に該当すると認められるので，不開示としたこと

は妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別表１ 

番号 文書番号 開示すべき部分 

１ 文書１ ４７頁 ３（１）の１行目の１０文字目ないし２１文字目 

３（１）の３行目の２９文字目ないし４行目の４

文字目 

３（２）の全て 

４９頁 （イ）ａの１行目及び（ａ） 

図２の表題及び１行目 

（ｂ）の１行目 

表６の表題 

５０頁 表７の表題 

ｂの１行目 

５５頁 ３行目の８文字目ないし４行目の４文字目 

表１３の検証項目欄 

表１３の目的欄の１行目の１文字目ないし９文字

目及び同１８文字目ないし２行目１７文字目 

（ア）の全て 

５６頁 （イ）ａの１行目及び（ａ） 

５７頁 図６の表題及び１行目 

（ｂ）の１行目 

表１６の表題 

５８頁 表１７の表題 

ｂの１行目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

別表２ 

番号 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ 文書１ 目次，４３頁，１２２頁及

び１２３頁の一部 

 個人に関する情報であり，特

定の個人を識別することができ

る。 文書２ 目次，７０頁，８３頁及び

８４頁の一部 

文書３ 目次，９９頁，１０４頁及

び１０５頁の一部 

文書４ 目次，１０６頁及び１０７

頁の一部 

２ 文書１ ４５頁ないし４７頁，４９

頁ないし６７頁及び６９頁

ないし７５頁の一部 

陸上自衛隊の研究に関する情

報であり，これを公にすること

により，陸上自衛隊の将来の運

用構想が推察される。 

３ 文書１ １１４頁及び１１５頁の一

部 

 陸上自衛隊の組織編成に関す

る情報であり，これを公にする

ことにより，陸上自衛隊の態勢

が推察される。 

文書２ ７７頁及び８０頁ないし８

２頁の一部 

文書３ ９０頁，９５頁及び９８頁

の一部 

文書４ １１頁ないし１３頁，６０

頁，９６頁，９９頁及び１

００頁の一部 

４ 文書１ １１４頁及び１１５頁の一

部 

 陸上自衛隊の教育訓練に関す

る情報であり，これを公にする

ことにより，陸上自衛隊の能力

及び訓練練度が推察される。 

文書２ ４９頁の一部 

文書３ ７２頁ないし８２頁の一部 

文書４ １２頁，１３頁，５７頁及

び６０頁ないし６２頁の一

部 

５ 文書１ １０１頁及び１０５頁の一

部 

 国際連合の細部組織に関する

情報であり，これを公にするこ

とにより，我が国と他国及び国

際機関との間で相互の信頼に基

づき保たれている正常な関係に

支障を及ぼすおそれがある。 

 




